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高   知   県 



 
 

【はじめに】 

高知県が全国に先駆けて平成 15年度に導入した森林環境税は、県土の 84%

を占める森林の荒廃を県民の生活環境の問題と捉え、広く薄い負担によって森

林の重要性を認識し、県民みんなで森や山を守っていくことを目的としていま

す。 

この森林環境税は、平成 20 年度から第二期目を迎え、平成 25 年 3 月末を

もって課税期間が一旦終了し、平成 25年 4月から引き続き第三期目を実施す

ることになりました。 

第二期目の森林環境税は、同税創設時からの二本柱である「直接森林環境の

保全を進める事業」と「県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる

事業」を中心に取り組みを進めるとともに、木材を利用することによって、森

林の整備を図っていくといった「持続可能な山の暮らしを支える森づくり」や、

シカの食害から希少野生植物を保護する「環境に配慮した取り組み」などの新

機軸を取り入れ、森林環境の保全の強化を総合的に行ってきました。 

その結果、この５年間で、総額約８億３千４百万円の事業を実施することが

できました。主な成果としては、CO2吸収や水源かん養など公益的機能を増進

するための保育間伐を約 9,600ha 実施するとともに、学校で行われる森林環

境教育に延べ約 4万 5千人の子どもたちが参加しました。また、県産材を積極

的に利用した公共的施設 274箇所に支援することができました。 

本報告書は、第二期目に実施した各事業の取組内容、成果、改善策等を事業

ごとに取りまとめたものとなっています。第三期目も引き続き、これまでの成

果や森林環境をとりまく課題を踏まえ、県民みんなで森や山を守っていく取り

組みを進めてまいります。 

 

  平成２６年１月２８日 

               

高知県林業振興・環境部林業環境政策課長 
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１１１１    森林環境の保全を進める事業森林環境の保全を進める事業森林環境の保全を進める事業森林環境の保全を進める事業                                                                                            （（（（PPPP3333～～～～PPPP13131313））））    

（１）CO₂吸収や水源かん養など公益的機能を増進する森づくりの推進 

① みどりの環境整備支援事業 （（（（PPPP3333）））） 

② 公益林保全整備事業 （（（（P4P4P4P4）））） 

③ 生き活きこうちの森づくり推進事業 （（（（PPPP5555）））） 

④ 森林保全ボランティア活動推進事業 （（（（PPPP6666）））） 

⑤ シカ広域捕獲対策事業 （（（（PPPP8888）））） 

⑥ シカ捕獲技術改良事業 （（（（PPPP12121212）））） 

⑦ 囲いわな試験設置事業 （（（（PPPP13131313）））） 

 

２２２２    県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業                （（（（PPPP11114444～～～～PPPP33333333））））    

（１）将来を担う子どもたちなどへの森林環境教育への支援や、県民の主体的な活動への支援 

① こうち山の日推進事業 （（（（PPPP11114444）））） 

② 山の学習総合支援事業 （（（（PPPP11115555）））） 

③ 自然ふれあい体験事業 （（（（PPPP16161616）））） 

④ 幼少期における感動体験モデル事業 （（（（PPPP11117777）））） 

⑤ 環境学習推進事業 （（（（PPPP18181818）））） 

⑥ 森林環境保全事業 （（（（PPPP11119999）））） 

⑦ 林業技術者養成研修 （（（（PPPP20202020）））） 

⑧ 地球温暖化防止学習機材購入 （（（（PPPP21212121）））） 

⑨ 森づくりへの理解と参加を促す広報事業 （（（（PPPP22222222）））） 

⑩ 運営委員会等開催費 （（（（PPPP23232323）））） 

⑪ 「木の文化賞」事務費 （（（（PPPP23232323）））） 

（２）持続可能な山の暮らしを支える森づくりへの支援 

① 木の香るまちづくり推進事業（木づかい促進事業、間伐材利活用推進事業） （（（（PPPP24242424）））） 

② グリーン熱証書発行事業 （（（（PPPP22226666）））） 

（３）環境に配慮した取り組みへの支援 

① 希少野生植物食害対策事業 （（（（PPPP22227777）））） 

② 排出量取引（ＣＯ₂吸収）プログラム等認証事業 （（（（PPPP22229999）））） 
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③ 森林吸収量取引モデル事業 （（（（PPPP32323232）））） 

ⅠⅠⅠⅠ    森林環境税の仕組み森林環境税の仕組み森林環境税の仕組み森林環境税の仕組み    

税の仕組みは、県民税（個人及び法人）の均等割額に、年額 500 円を加算する超過課税方式を

採用しています。法制上は県民税均等割の超過課税ですが、水源かん養機能をはじめとした森林

が持つさまざまな公益的機能を守るといった目的から、森林環境税と呼んでいます。 

 

森林環境税は、高知県森林環境保全基金条例で定められた目的に沿って活用されるよう明確に

経理を区分し基金に積み立てており、森林の環境を保全する事業をはじめ、森林への理解や関わ

りを深め広げるための事業などに活用されています。 

また、平成 19年 12月には、寄附金を受け入れ、基金に積み立てることが出来るよう条例の一

部を改正しています。 

さらに、基金の運営に県民の皆さんの考えを反映できるよう高知県森林環境保全基金運営委員

会を設置しています。この委員会は県民や有識者などで構成しており、税の使途を透明にして、

事業を行う過程をオープンにするとともに、事業計画や進捗状況、制度のあり方などについてご

意見やご提案をいただくことにしています（図１）。 

 

なお、本県による森林環境税の導入を契機として、同趣旨の課税を 33県が導入済（表１）であ

り（平成 25年 3月末現在）、本県発の森林環境税は全国的な広がりをみせています。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

ⅡⅡⅡⅡ    森林環境税の税収等の状況森林環境税の税収等の状況森林環境税の税収等の状況森林環境税の税収等の状況    

 

図図図図 1111    

－１－ 

付録：森林環境税付録：森林環境税付録：森林環境税付録：森林環境税のののの第二期目取り組み総括表第二期目取り組み総括表第二期目取り組み総括表第二期目取り組み総括表    

表表表表 1111    



 
 

森林環境保全基金の推移 単位：円 単位：円

年度 前年度繰越額 当年度積立額
計

(繰越額＋積立額）
当年度事業費

平成20年度 58,106,413 175,716,712 233,823,125 102,463,290

平成21年度 131,359,835 170,872,480 302,232,315 117,436,168

平成22年度 184,796,147 168,064,935 352,861,082 160,010,166

平成23年度 192,850,916 169,738,418 362,589,334 170,618,765

平成24年度 191,970,569 171,080,742 363,051,311 283,555,757

計 855,473,287 834,084,146
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ⅡⅡⅡⅡ    森林環境税の税収等の状況森林環境税の税収等の状況森林環境税の税収等の状況森林環境税の税収等の状況 

第二期目の税収額については、毎年度１億７千万円前後で推移しており、５年間の総額は約 8

億 5千万円となっています。第一期目と比べ増額となっていますが、これは平成 17年度の個人県

民税の見直しがあったためです。納税者数については、この 5年間、個人は概ね約 33万人で推移

しており、法人もほぼ同様の傾向で、約１万４千社が納税しています（表２）。 

 

 

 

 

 

ⅢⅢⅢⅢ    森林環境保全基金の推移森林環境保全基金の推移森林環境保全基金の推移森林環境保全基金の推移 

森林環境保全基金は、森林環境税、寄附金、運用益を積み立てたもので、当基金を財源として

森林環境税活用事業を実施しています。平成 21年度から平成 24年度まで基金の前年度繰越額が

増加傾向にありますが、これは国の制度を活用した森林所有者の負担額の少ない有利な間伐事業

が導入され、当基金を活用した間伐の事業量が減少したためです（表３）。 

 

１　税収の状況 単位：円

年度 個人 法人 計

平成20年度 164,360,710 6,990,481 171,351,191

平成21年度 162,953,871 6,849,778 169,803,649

平成22年度 161,108,587 6,950,053 168,058,640

平成23年度 162,562,383 7,026,513 169,588,896

平成24年度 162,458,854 6,927,734 169,386,588

計 813,444,405 34,744,559 848,188,964

平成15～19年度 747,124,367 28,806,130 775,930,497

２　納税者数の状況 単位：人、社

年度 個人 法人 計

平成20年度 336,460 14,155 350,615

平成21年度 333,239 13,898 347,137

平成22年度 328,324 13,779 342,103

平成23年度 330,210 13,746 343,956

平成24年度 329,528 13,889 343,417

計 1,657,761 69,467 1,727,228

平成15～19年度 1,526,686 59,521 1,586,207
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ⅣⅣⅣⅣ    森林環境税活用事業の成果森林環境税活用事業の成果森林環境税活用事業の成果森林環境税活用事業の成果    

    

1111    森林環境の保全を進める事業森林環境の保全を進める事業森林環境の保全を進める事業森林環境の保全を進める事業    

【【【【第二期第二期第二期第二期事業費事業費事業費事業費 434343436666,,,,859859859859 千円千円千円千円】】】】    

（１）CO₂吸収や水源かん養など公益的機能を増進する森づくりの推進【①～⑦計 436,859 千円】 

 

① みどりの環境整備支援事業【平成 20～24 年度 活用額 223,167 千円】 

★事業目的及び内容 

ＣＯ₂吸収効果の高い人工林の間伐を促進することで、荒廃森林の発生を防止し、森林の持

つ公益的機能が効果的に発揮されるよう森林の整備を推進しました。 

◆主な取り組みと実績 

ⅢからⅦ齢級（11 年生から 35 年生）の人工林で行う保育（除伐を含む）間伐に要する経費

に対して支援し、これまでに、32市町村で 7,685ha の保育間伐を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［香美市の間伐事例］ 

－３－ 

公益林保全整備事業は、 

平成 24年度から開始 

(ha） 
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② 公益林保全整備事業【平成 24 年度 活用額 142,427 千円】 

★事業目的及び内容 

水源かん養機能等の公益的機能が高い人工林の保育間伐を推進することで、荒廃森林の発

生を防止し、森林の持つ公益的機能が効果的に発揮されるよう森林の整備を推進しました。 

◆主な取り組みと実績 

ⅢからⅨ齢級（11 年生から 45 年生）の保安林及び水源かん養機能等が高い人工林で行う保

育（除伐を含む）間伐に要する経費に対して支援し、28 市町村で 1,781ha の保育間伐を実施

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果（①、②事業） 

荒廃森林の発生を防止し、森林の持つ公益的機能の効果的な発揮に役立っています。また、

京都議定書第一約束期間（平成 20年度～平成 24年度）において、本県のＣＯ₂森林吸収量目

標である 117 千炭素 tの確保に貢献しました。 

■課題と改善策（①、②事業） 

森林の多面的な機能を持続的に発揮させるため、未整備森林等における間伐について、主

に国庫補助事業を活用し、保育間伐を実施してきましたが、国の間伐に対する補助制度が平

成 23年度に改正されたことに伴い、保育間伐に対する支援が難しくなりました。 

このため、平成 24年度、新たに公益林保全整備事業を創設し、国の事業による実施が難し

い森林における保育間伐に対して支援を行っています。 

なお、政権交代や林業関係団体等の強い要望により、平成 25 年度から一定の条件付きでは

ありますが、国庫補助事業を活用した保育間伐の実施が可能となっています。今後は、国庫

補助事業を活用し、市町村と連携を図りながら、継続して荒廃森林の発生防止や森林の持つ

公益的機能を高めるための森林整備に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施行前 施行後 

平成 24年度保育間伐実績（合計：3,873ha） ［黒潮町の間伐事例］ 

－４－ 

(ha） 

「保育間伐」とは、健全な森林を育成するため、成長の過程で過密となった森林の立木を

一部伐採することにより、立木の密度を調整して、立木の成長や下層植生の繁茂を促す保

育作業です。 



 
 

生き活きこうちの森づくり推進事業実施箇所による活動実績

件数 団体数 参加人数 件数 団体数 参加人数 件数 団体数 参加人数 件数 団体数 参加人数 件数 団体数 参加人数

15 4 434 12 5 266 20 7 222 16 5 91 63 21 1,013

主な
取組

【その他の取組】
・清掃作業
・森林散策
・展望台整備など

計

歩道の修復 歩道の刈り払い 歩道の修復

平成２４年度

樹木名板の設置

都市住民との森林交流

公園内への植樹

平成２２年度 平成２３年度

広葉樹林間伐 体験植樹

平成２１年度

③ 生き活きこうちの森づくり推進事業【平成 20～23 年度 活用額 17,405 千円】 

 

★事業目的及び内容 

森林の機能区分「森林と人との共生林」のうち県民生活に身近な集落周辺の里山林や景観

林などの森林を、地域が一体となって整備、管理、活用する取り組みを支援することで、森

林や森林に対する重要性について県民の理解と関心を深めました。 

◆主な取り組みと実績 

7 団体が県内 14箇所において、県民参加の仕組みを取り入れながら、身近な森林を約 64ha

整備しました。なお、平成 24 年の森林法の改正に基づく森林の機能区分の変更に併せ、当事

業を森林保全ボランティア活動推進事業と統合し、より地域にとって使いやすい制度にしま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

当事業で整備された地域において、年に数回、地元団体が植樹体験や歩道の修復を行うな

ど、森を守り活用する様々な活動が行われています。 

 

 

 

 

 

 

■課題と改善策 

事業で整備された森林を一層有効に活用することが必要です。 

そのためには、他事業(「こうち山の日推進事業」や「山の学習支援事業」など)を利用し

て、森林環境学習を行ったり、地域の活性化に向けた取り組みを推進することが望まれます。 

 引き続き、森林環境税の活用が可能な他事業の紹介を事業実施団体（７団体）に対して行

っていきます。

単位 事業数：件、面積：ha

事業名 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積

生き活きこうちの森づくり推進事業費補助金 3 8.23 2 20.57 4 17.72 5 17.25 14 63.77

計 3 8.23 2 20.57 4 17.72 5 17.25 14 63.77

計平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

－５－ 



 
 

森林保全ボランティア人口の推移 単位：人 森林保全ボランティア団体数の推移 単位：団体

年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

累計 908 1,018 1,030 1,030 1,055 累計 29 32 33 33 35

単年度 20 110 12 0 25 単年度 2 3 1 0 2

単位 事業数：件、面積：ha

事業名 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積

地域通貨等実施事業 15 36.06 10 20.00 8 20.10 6 14.29 4 6.68 43 97.13

計 15 36.06 10 20.00 8 20.10 6 14.29 4 6.68 43 97.13

単位 事業数：件、セット数：セット、台数：台

事業名 事業数 セット数・台数 事業数 セット数・台数 事業数 セット数・台数 事業数 セット数・台数 事業数 セット数・台数 事業数 セット数・台数

機械器具等導入支援事業 2 2 1 1 1 1 1 1 2 2 7 7

木材利用機械導入支援事業 1 1 2 2 3 3

計 2 2 1 1 2 2 3 3 2 2 10 10

平成２３年度 平成２４年度 計

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 計

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

森林保全ボランティア作業安全研修 受講者数 単位：人

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

累計 50 61 75 80 93

単年度 14 11 14 5 13

累計 － － － － 15

単年度 － － － － 15

初級

中級

④ 森林保全ボランティア活動推進事業【平成 20～24 年度 活用額 13,262 千円】 

 

★事業目的及び内容 

森林整備を実践する森林保全ボランティア団体の設立や間伐活動を支援し、適正な森林管

理を促進しました。 

◆主な取り組みと実績 

新規ボランティア団体の設立を支援した結果、森林環境税第二期目は、8団体 167 名のボラ

ンティアが新たに加入しました。これにより、県内のボランティアは延べ 35 団体 1,055 名と

なっています。 

また、ボランティア団体の手によって約 97ha の間伐が行われ、それに属する経費を「地域

通貨券」により助成しました。さらに、ボランティア団体の活動に要するチェンソーやヘル

メットなどの機械器具の購入や、木材利活用のための林内作業車、移動式製材機及び薪割り

機の購入に対して助成しました。 

さらに、森林保全ボランティア団体の会員等を対象に、作業等にかかる安全衛生に関する

知識や技術の向上を図るため作業安全研修を実施し、初級（チェンソーの取り扱いや伐木等

に関する学科や実技）に 57 名、中級（小型車両系建設機械特別教育）に 15 名が受講しまし

た。 
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◎事業の成果 

第一期目に較べて、ボランティア団体数及びボランティア人員が増加し（第一期目人数 888

人→第二期目 1,055 人／平成 24 年度末現在）、森林保全活動に対する気運が高まってきまし

た。また、間伐した木材をボランティア自ら木工用資材として利用したり、搬出して活用す

るなど、間伐材の有効利用が進んでいます。 

さらに、安全衛生研修を受講していただくことで、より安全な森林保全ボランティア活動

の実施につながっています。 

■課題と改善策 

森林保全ボランティア活動を進めて行く中で、当事業は重要な役割を果たしてきたと考え

ていますが、地域通貨等実施事業では実施市町村が減少していますので、森林保全ボランテ

ィア活動がより促進される方向で見直す必要があります。 

ボランティアの育成と底辺の拡大は、県民のみなさまの森林への関心の向上につながりま

す。特に団塊の世代が退職を迎え始め、森林保全ボランティアへ参加したい方が増えている

と考えられますので、ボランティアを始めたい方に必要な情報が届く仕組みを構築し、また、

初心者向けの研修を充実する必要があります。 

また、森林保全ボランティア団体の活動が木材の搬出へシフトしていることから、中級者

等を対象とした研修の充実を図る必要もあります。 
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⑤ シカ広域捕獲対策事業【平成 23～24 年度 活用額 33,094 千円】 

 

★事業目的及び内容 

ニホンジカによる農林業被害や自然植生被害が深刻化しています。このため、ニホンジカ

の生息密度が高い地域等において、個体数の調整を行うために、広域的な捕獲活動を実施し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア. シカ広域捕獲事業委託料【平成 23 年度 活用額 21,778 千円】 

 

◆主な取り組みと実績 

猟友会が、ニホンジカの捕獲隊を編成し、捕獲活動を行いました。 

【実施地域】鳥獣保護区（ただし、国指定鳥獣保護区を除く）、国有林を含む県内市町村（た

だし、室戸市、安芸郡東洋町、幡多郡大月町及び同郡三原村は除く） 

【実施体制】14チーム（36 人）による銃猟での捕獲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

捕獲隊による捕獲活動（延べ 1,625 人役）を行うことにより、235 頭のニホンジカを捕獲す

ることができました。 

なお、ニホンジカの繁殖期である秋から翌年にかけて実施した犬を使った銃猟による捕獲

活動は、狩猟圧をかけることによりニホンジカを分散させることに役立ち、メスジカの妊娠

率を低下させるなど、ニホンジカの増加の抑制に一定の効果もあったと考えています。 

 

写真、フロー、グラフなど

高知県

社団法人高知県猟友会【雇用、管理】

捕獲隊（銃猟の狩猟免許取得者）【地区猟友会との連携】

雇用

委託↓↓↓↓

↓↓↓↓
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■課題と改善策 

捕獲活動は、主に鳥獣保護区や国有林など捕獲隊員が普段狩猟を行っていない区域で実施

したため、不慣れな土地での活動に加え、ニホンジカの回収や猟犬の回収に手間がかかるな

ど、通常の狩猟と比べて多くの労力がかかりました。 

しかしながら、国有林等は、通常の民有林と比べ狩猟圧が低く、有害駆除の際の避難場所

や繁殖場所となっていることから、今後も同区域での捕獲活動を継続していくことが必要で

す。 

今後は、このような課題を踏まえたうえで、本事業をシカ広域捕獲推進事業に統合して、

地域特性に明るい市町村が、各地区の猟友会と連携して設置した鳥獣被害対策実施隊によるニ

ホンジカの捕獲活動を支援していきます。 
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イ. シカ広域捕獲推進事業費補助金【平成 23～24 年度 活用額 11,316 千円】 

 

◆主な取り組みと実績 

広域的な捕獲の取り組みとして、他県市町村や県内市町村と連携した捕獲に取り組みまし

た。 

   平成 23 年度 

【実施市町村】安芸市、香美市、東洋町、大豊町、梼原町 

【期間】a.高知県 4 市町（梼原町を含む）及び愛媛県 5 市町 ： 「四国西南地域」 

 （平成 23年 10 月 1 日～31 日） 

b.高知県 11 市町村（香美市、大豊町を含む）及び徳島県 14 市町村 

 （平成 23年 10 月 22 日～30 日） 

c.高知県 2 町（大豊町を含む）、愛媛県 1市及び 徳島県 1 市： 「宇摩嶺北地域」 

 （平成 23年 11 月 15 日～12 月 15 日） 

d.高知県 12 市町村（安芸市、香美市、東洋町、大豊町、梼原町を含む） 

及び徳島県 14 市町村 

 （平成 24年 3月 17 日～25 日） 

 

平成 24 年度 

【実施市町村】安芸市、香美市、東洋町、馬路村、本山町、大豊町、梼原町 

【期間】a.愛媛県、徳島県、高知県による連携 

      高知県 6市町（本山町、大豊町を含む）、徳島県 1市及び愛媛県 6 市町 

（平成 24年 10 月 1 日～31 日） 

    b.徳島県、高知県による連携 

      高知県 4市町（香美市、東洋町、本山町、大豊町を含む）及び徳島県 14 市町 

（平成 24年 10 月 20 日～28 日） 

    c.高知県内連携 

      高知県 23 市町村（香美市、東洋町、本山町、大豊町を含む） 

（平成 24年 10 月 1 日～10 月 31 日） 

d.高知県内連携 

      高知県全域（安芸市、香美市、東洋町、馬路村、本山町、梼原町を含む） 

（平成 25年 3月 16 日～31 日） 
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◎事業の成果 

本県、徳島県および愛媛県のそれぞれの市町村が連携して広域的な捕獲活動を行いました。 

その結果、本事業を含めた連携捕獲により 1,847 頭（本事業分=191 頭）のニホンジカを捕

獲することができました。 

また、連携捕獲を実施したことで、ニホンジカの個体数調整を行うためには、広域的に取

り組む必要性があるとの共通認識を、市町村間で持つことができました。 

■課題と改善策 

 捕獲活動の実施体制（実施場所、捕獲方法、捕獲活動日の設定）等、具体的な協議におい

て、隣接市町村や猟友会同士の調整に不十分な点がありました。 

 また、捕獲効率を上げるためには、実施場所の地形やニホンジカの行動域等の地域特性を

熟知した地元狩猟者の知識と経験が必要となります。 

 今後は、このような課題を踏まえたうえで、国費事業を活用し、地域特性に明るい市町村

が、各地区の猟友会と連携して設置した鳥獣被害対策実施隊によるニホンジカの捕獲活動を支

援していきます。 

  

高知県 
徳島県 

愛媛県 

事業実施市町村 他県隣接市町村 

狩猟者

【地区猟友会との連携】

狩猟者 

【地区猟友会との連携】

連携 連携 

連携 

隣接市町村 

登録 

補助 

狩猟者 

【地区猟友会との連携 】

連携 連携 

⇔⇔⇔⇔

⇔⇔⇔⇔

⇔⇔⇔⇔

⇔⇔⇔⇔

⇔⇔⇔⇔

⇔⇔⇔⇔

連携 

連携 

連携 

連携 

連携 

連携 

↑↑↑↑

↓↓↓↓
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⑥ シカ捕獲技術改良事業【平成 23～24 年度 活用額 3,990 千円】 

 

★事業目的及び内容 

現在、ニホンジカを捕獲するために利用されているわな（檻）は、主に平地で使われおり、

大きく、重いため、山林での設置が困難です。このため、山林でわな（檻）が設置できるよ

うに、わな（檻）の軽量化等の改良を行いました。 

◆主な取り組みと実績 

山林において、容易に設置できるわな（檻）の改良に取り組みました。 

 

 

 

◎事業の成果 

従来のわな（檻）の重量は、140kg～200kg と重く山林への搬入が困難でした。今回改良し

たわな（檻）は軽量化（91kg）を図り、折りたたみ式とすることで山林でのわな（檻）の設

置が以前より容易になりました。 

■課題と改善策 

今回開発したわな（檻）を一般の狩猟者に普及する必要があります。このため、国有林等

の関係機関に協力を求め、山林でのシカ捕獲活動の有効性を実証するとともに、シカ捕獲の

講習会等を通じて狩猟者にわな（檻）の普及を行っていきます。 
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⑦ 囲いわな試験設置事業【平成 20 年度 活用額 3,517 千円】 

 

★事業目的及び内容 

山岳地において、ニホンジカの捕獲を促進するため、新たな方法として「囲いわな」によ

る捕獲を実験的な試みとして実施し、その技術の確立と普及に努めました。 

◆主な取り組みと実績 

県内３箇所で実施し、捕獲実績は以下のとおりでした。 

【県 西 部】 四万十市西土佐大宮 ······ ニホンジカ １５頭（オス ２頭、メス １３頭） 

【県中央部】 長岡郡本山町坂瀬 ········ ニホンジカ  ０頭 

【県 東 部】 香美市物部町久保和久保 ·· ニホンジカ  ０頭 

 

 

 

◎事業の成果 

地域によって捕獲実績に差がありました。 

ニホンジカなどは見慣れないものがあると一時的にその構造物等を忌避することが知られ

ており、防護柵等の金網フェンスに慣れている四万十市西土佐大宮の地域のみで捕獲されま

した。 

■課題と改善策 

標高が高い地域における捕獲について、囲いわなについて十分な慣らし期間が必要であり、

時期はエサが積雪によって埋もれない時期に実施する必要があります。 

今後は、銃猟による狩猟者が減少傾向にあることから、農林業者が比較的容易に設置でき

るわな猟について、効果的な方法を検討していきます。 

 

写真、フロー、グラフなど

囲いわなの設置、エサによる誘引

（入口を開放し慣らす）

囲いわなの運用、ニホンジカの捕獲

囲いわなの技術の確立、普及

↓↓↓↓

↓↓↓↓
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２２２２    県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業県民のみなさんの森林への理解と関わりを深め広げる事業    

    【【【【第二期第二期第二期第二期事業費事業費事業費事業費 397,226397,226397,226397,226 千円】千円】千円】千円】    

    

(１) 将来を担う子どもたちなどへの森林環境教育への支援や、県民の主体的な活動への支援 

【①～⑪計 169,418 千円】 

① こうち山の日推進事業【平成 20～24 年度 活用額 46,463 千円】 

 

★事業目的及び内容 

人と木の共生を理念とした「木の文化県構想」の一環として、県民一人ひとりに森林や山

を守る活動の重要性に対する理解と関心を深めてもらうことを制定趣旨とした「こうち山の

日」（11月 11 日）を中心に行われる県民活動を支援しました。 

◆主な取り組みと実績 

県民が森林保全活動や都市と山村の交流など、森林への理解と関心を深める取り組みに対

して支援しました。 

また、幅広く県民から参加を募る森林保全ボランティア活動などを支援しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

平成 20 年度から平成 24年度までの 5 年間で、延べ約 2 万 2 千人の県民のみなさんに、「こ

うち山の日」の制定趣旨に賛同した活動に参加していただき、全国一の森林率を誇る本県の

森や山に対する理解や関わりを深めていただくことができました。 

■課題と改善策 

「こうち山の日」に賛同する県民のみなさんの間で、より効果的な活動に結び付けていく

ためには、団体間で優良事例などを共有するための情報交換の機会を設けるなどの工夫が必

要です。平成 23年度から、より良い方向に改善していくため事業発表会及び意見交換会をス

タートし、情報交換の機会を設けています。

－14－ 

事業名 事業数 参加者 事業数 参加者 事業数 参加者 事業数 参加者 事業数 参加者 事業数 参加者

こうち山の日推進事業費補助金 22 1,703 24 3,512 33 4,625 33 4,658 36 5,329 148 19,827

こうち山の日県民参加支援事業委託料 20 353 25 519 18 382 28 389 33 493 124 2,136

計 42 2,056 49 4,031 51 5,007 61 5,047 69 5,822 272 21,963

単位 事業数：件、参加者：人

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 計平成２４年度



 
 

② 山の学習総合支援事業【平成 20～24 年度 活用額 62,497 千円】 

 

★事業目的及び内容 

「木の文化」を身につけ、活動できる人材を養成するとともに、木や森に関わる人々の技

術や伝統を次代に伝えることに努めました。 

また、将来を担う子どもたちに「木の文化」が身につくような学習への支援を行いました。 

◆主な取り組みと実績 

総合的な学習の時間において、年間を通して森林環境学習を行っている小中学校に対する

支援や、山の一日先生の派遣を行う団体などへの支援を行いました。 

また、森林環境学習の場として期待されている学校林の整備へ支援を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 
◎事業の成果 

平成 20 年度から 24 年度までの 5 年間で、延べ約 4 万 5 千人の子どもたちが森や山に触れ

合いながら、自然体験などの学習を行いました。また、学校林（南国市立鳶ヶ池中学校、県

立窪川高等学校）を 10.9ha 整備し、森林環境学習のフィールドを提供しました。 

現在、これら学校林では、生徒による森林体験学習などが定期的に行われており、生徒等

の森や山への理解や関わりを深めてもらうためのきっかけとなっています。 

■課題と改善策 

山の学習支援事業は、積極的に事業を活用している市町村と、活用していない市町村に分

けられます。事業を一層浸透させ、森林環境学習が広く行われるよう、各市町村（教育委員

会）にＰＲ（事業趣旨や事業内容の案内など）を行っていく必要があります。 

事業名 事業数 参加者 事業数 参加者 事業数 参加者 事業数 参加者 事業数 参加者 事業数 参加者

山の学習支援事業費補助金 36 2,641 33 3,299 36 3,867 50 4,435 46 3,900 201 18,142

山の一日先生派遣事業費補助金 95 5,936 87 4,383 101 4,180 119 5,528 149 7,163 551 27,190

計 131 8,577 120 7,682 137 8,047 169 9,963 195 11,063 752 45,332

単位 事業数：件、参加者：人

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 計平成２４年度

事業名 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積 事業数 面積

学校林等整備事業費補助金 2 4.70 2 4.00 1 2.20 5 10.90

単位 事業数：件、面積：ha

平成２２年度 平成２３年度 計平成２４年度
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③ 自然ふれあい体験事業【平成 23 年度 活用額 163 千円】 

 

★事業目的及び内容 

不登校などの悩みを抱える子どもたちに対し、森・川・海などでの自然体験や生活体験に

取り組む機会を提供し、同じ悩みを持つ仲間同士のふれあいを通して、友達の大切さや自分

のよさを知り、子どもたちの自律性や社会性を育むきっかけをつくりました。 

◆主な取り組みと実績 

10 月 19～20 日、20 名の参加を得て、1 泊 2日の日程で高知県森林総合センター、香北青少

年の家を利用し、木を作ったものづくり体験や野外炊飯、オリエンテーリング等を行いまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

子どもたちが、自然の中で木を使ったものづくりや里山散策などを通し、仲間とふれあう

体験ができ、本事業を通じて、子どもたちが自然や人と関わる良い体験になりました。参加

すること自体がチャレンジになる子どもたちが多い中で、本事業は、子どもたちの社会性や

自律性を育むきっかけとなっています。 

■課題と改善策 

参加対象と考えられる子どもたちの潜在人口は、県内に多く存在するものと考えられます。

しかし、本事業の参加者は予定していた数の半数であったことから、本事業の目的や効果を

幅広く広報することによって、より多くの参加者を募ることが必要です。 
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森のようちえん
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体験活動に参加した親子の人数体験活動に参加した親子の人数体験活動に参加した親子の人数体験活動に参加した親子の人数

幼少期感動体験プログラム

体験マップの作成

④ 幼少期における感動体験モデル事業【平成 20～22 年度 活用額 6,570 千円】 

 

★事業目的及び内容 

幼少期（10 歳頃まで）における、親子で様々な感動体験（自然・文化・社会体験）ができ

るような環境づくりを推進し、次代を担う子どもたちの育成を図りました。 

◆主な取り組みと実績 

平成 20 年度 

・補助団体７団体（体験活動実施回数８回、延べ 193 人の親子が参加） 

・プログラム開発８プログラム 

・幼少期感動体験プログラム作成ガイドライン作成・配布 200 部 

平成 21 年度 

・補助団体４団体（体験活動実施回数 12回、延べ 312 人の親子が参加） 

・プログラムの拡充４プログラム 

・幼少期感動体験プログラム作成ガイドライン別冊作成・配布 300 部 

・指導者研修会（４団体で 11 回、99 人参加） 

・体験活動の報告会の実施（２回） 

平成 22 年度 

・補助団体８団体（体験活動実施回数 32回、延べ 894 人の親子が参加） 

・体験活動の報告会の実施（２回） 

・森のようちえん指導者養成講座（参加者 57 人） 

・体験マップの作成・配布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

幼少期の感動体験プログラム作成により、考え方や実施方法の基本について整理・啓発が

できました。また、実施団体間の交流が進み、情報交換や人材交流が見られるようになりま

した。このような幼少期の森あそびを中心とした自然体験が、「森のようちえん」として広

がり始めました。 

■課題と改善策 

県民がいつでも身近な場所で自然体験活動ができる環境整備を進めるため、関係団体等の

ネットワークの拡大や指導者の養成、さらにＨＰなど様々な媒体を活用した県民への情報提

供を促進する必要があります。
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⑤ 環境学習推進事業【平成 23～24 年度 活用額 3,474 千円】 

 

★事業目的及び内容 

平成 22 年度に開催した「全国生涯学習フォーラム高知大会」における「環境フォーラム」

での提言を受け、NPO 団体や学校、青少年団体が連携した自然体験活動や環境学習を推進しま

した。 

◆主な取り組みと実績 

a.幼少期における自然体験活動指導者養成研修会の実施 

全体研修３回、実技研修６回延べ参加者数 142 人 

b.自然体験・環境学習ＨＰ作成委託 

自然体験活動や環境学習を啓発するＨＰを作成、運用開始 

c.若者 ECO 応援隊 

環境問題に取り組む若者を育成するため、若者が地域の人々と協働する事業を実施。 

会議４回、合宿研修２泊３日２回、各チームによる地域活動モデル 13 事例 

参加チーム：県立高校 12 チーム、大学１チームの計 13 チーム 

 

 

◎事業の成果 

幼稚園や保育所職員の参加がみられ、幼少期の自然体験活動の実施に向けた機運が高まっ

ています。また、高等学校等における環境問題に取り組む若者の育成が図れ、環境問題の解

決に向けた地域活動が広がり始めました。 

■課題と改善策 

指導者養成研修の実施時期や広報を工夫し、幅広い参加者への呼びかけが必要です。その

ため、自然体験活動や環境学習を啓発するＨＰに、イベントや新たな情報を掲載するなどの

工夫により内容を充実します。

若者ECO応援隊 合宿

指導者養成研修会 全体研修 指導者養成研修会 実技研修

若者ECO応援隊 会議自然体験・環境学習HP

指導者養成研修会 実技研修
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平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 計

事前学習 22 2 2 2 3 31

出前授業 2 2 2 2 2 10

フィールドワーク 10 6 6 6 9 37

その他の環境学習 1 6 6 6 12 31

間伐材利用・木工教室等 3 3 3 3 3 15

38 19 19 19 29 124

2 46 11 49 26 134

実施内容

環境教育

資格取得講座（単位：人）

単位：回

計

⑥ 森林環境保全事業【平成 20～24 年度 活用額 6,991 千円】 

 

★事業目的及び内容 

都市部や中山間地域に在住する子どもたちに森への興味を喚起するとともに、河川の水質

検査などの体験を通じ、森林保全の重要性を理解し、森林保全を支援する人材の育成を図り

ました。 

また、林業関係の資格取得を推進し、将来の林業従事者の人材確保を図りました。 

◆主な取り組みと実績 

四万十高等学校、高知北高等学校及び幡多農業高等学校における出前授業やフィールドワ

ーク及び木工教室などの環境教育などを支援しました。 

高知農業高等学校及び幡多農業高等学校における林業機械資格取得への取り組みに対して

支援しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

平成 20 年度から平成 24 年度までの５年間の取り組みにより、高知県の森林や河川の環境

に関する知識や木材の有用性など、森林環境を大切にする意識を醸成することができました。 

また、将来の職業に繋がる可搬式林業機械や車両系林業機械の資格取得に取り組み、134 名

の生徒が資格を取得しています。 

■課題と改善策 

この数年間の取り組みにより、学習内容も精選され、定期的な実施が可能となっています。 

今後は、これらの取り組みを継続して実施するとともに、資格取得などへの参加者を増や

す工夫などが必要と考えます。
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⑦ 林業技術者養成研修【平成 21～24 年度 活用額 3,313 千円】 

 

★事業目的及び内容 

林業技術者及び後継者を養成するため、森林・林業関係の高等学校の生徒を対象に、労働

安全衛生法に基づき林業作業に必要となる資格・免許や現場作業に必要な専門的技術・技能

を習得することに対して支援しました。 

◆主な取り組みと実績 

・車両系建設機械研修 

 車両系建設機械に関する講義と整地・運搬・積み込み及び掘削等の実技 

【受講者数】平成 21 年度：15 名、平成 22 年度：20 名、平成 23 年度：13 名、 

平成 24 年度：20 名／計 68 名 

・可搬式林業機械研修 

 チェンソー及び刈払機の取扱いについての講義と実技 

 【受講者数】平成 21 年度：11 名、平成 22 年度：12 名、平成 23 年度：12 名、 

平成 24 年度：17 名／計 52 名 

 

◎事業の成果 

作業に必要となる労働安全衛生法に基づく資格・免許を取得し、次世代の林業後継者とな

る人材の育成につなげました。 

■課題と改善策 

更なる人材の育成のため、高校生の就職に対する意識の把握と対象となる高等学校の拡大

等が必要です。また、研修を受講した高校生の林業職場への就職率をあげていく必要があり

ます。 
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⑧ 地球温暖化防止学習機材購入【平成 22 年度 活用額 1,294 千円】 

 

★事業目的及び内容 

環境学習で使用する貸し出し機材を、県内の環境学習施設等に配置したことにより、利便

性を高め地域ごとの連携やネットワークを広げることに努めました。 

◆主な取り組みと実績 

簡易水質検査キット 30基、pH 計測器 9基、デジタル CO2 チェッカー3基、デジタル紫外線

強度計 3基を導入しました。 

 

 

◎事業の成果 

環境学習の担い手が活用しやすいように、県内３箇所の拠点へ学習機材の配置し、手軽に

環境学習を行う環境づくりに努めた結果、県内の教育機関から 56 回の利用申し込みがあり、

環境学習に対する関心の高さを確認することができました。 

■課題と改善策 

今後の利用の拡大に向けて、これらの機材を利用して環境学習を展開する担い手の掘り起

こしが必要です。 

 

簡易水質検査セットKS-6

ｐHﾒｰﾀﾂｲﾝB-212

イオン高知での展示

－21－ 



 
 

広報冊子名 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 計

情報誌｢mamori｣ 80,000 80,000 90,000 210,000 210,000 670,000

パンフレット 1,000 6,000 17,500 10,000 34,500

チラシ 7,500 20,000 20,000 47,500

計 80,000 81,000 103,500 247,500 240,000 752,000

広報誌等の配布実績  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：部、枚　　　　　　

⑨ 森づくりへの理解と参加を促す広報事業【平成 20～24 年度 活用額 33,721 千円】 

 

★事業目的及び内容 

森林への関心の高い方にかかわらず幅広い県民を対象に、 

森林環境税の目的や使いみちなどや森林の大切さなどをＰＲ 

しました。 

 

                                     パンフレット 

◆主な取り組みと実績 

なるべく多くの県民の方々に手にとっていただき、森林環境税の主旨や税に関する使途な

どを知っていただくため、金融機関をはじめ県民のみなさんが足を運ぶ場所や目に触れると

ころに設置しました。 

また、情報誌については、平成 23 年度から県内小中学校の全児童生徒に配布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

                                     情報誌｢mamori｣                         

◎事業の成果 

パンフレット等の配布を通じて、森林環境税を活用した事業や税の使途について、多くの

県民のみなさんに紹介することができました。 

また、情報誌「mamori」については、平成 23年度から小中学校の児童生徒へ配布しており、

より多くの県民のみなさんに対して、森や山への理解や関わりを深め広げていただくための

ＰＲをすることができました。 

あわせて、森林環境税を活用した事業の紹介記事等を通じて、森林環境税が有効に活用さ

れていることを県民のみなさんに広報することができました。 

■課題と改善策 

パンフレットについては、「情報量が多すぎて伝えたいことが分かりにくい」「インパク

トがない」といったご指摘もあることから、森林環境税活用事業のポイントを伝えるなど、

内容を見直すようにしています。 
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森林環境保全基金運営委員会の開催実績

年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 計

回数 3 3 4 4 4 18

⑩ 運営委員会等開催費【平成 20～24 年度 活用額 4,583 千円】 

 

★事業目的及び内容 

森林環境保全基金の運営を適正に行うため、基金運営委員会を開催しました。 

◆主な取り組みと実績 

有識者、消費者など 10名の県民で構成し、森林環境税を活用した事業の予算審議や、事業

の執行管理などを行い、同税の透明性を確保することに努めました。 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

同税の活用等についての透明性を確保することができました（同委員会の概要については、

高知県公開ＨＰ内「森林環境税のページ」にて議事録をご覧になることができます）。 

 

 

⑪ 「木の文化賞」事務費【平成 22～24 年度 活用額 354 千円】 

 

★事業目的及び内容 

県内の木の文化県構想の推進に対して功績が顕著なものを表彰することにより、県民の木

の文化に対する取組意欲を向上させることに努めました。 

◆主な取り組みと実績 

平成 24 年度までの５年間で、木造建築物及び木造建造物の部において、学校体育館や医療

施設、道の駅など７施設が受賞しました（木の文化賞の過去の受賞事例については、高知県

公開ＨＰ内「林業環境政策課のページ」でご覧になることができます）。 

 
◎事業の成果 

本県の木の文化に値する建築物の優良事例

を全国に向けて情報発信することができまし

た。 

■課題と改善策 

近年、木の文化賞への応募件数が減少してい

ることから、今後は募集について幅広く広報し

ていくようにしています。
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(２) 持続可能な山の暮らしを支える森づくりへの支援【①～②計 166,046 千円】 

 

① 木の香るまちづくり推進事業（木づかい促進事業、間伐材利活用推進事業） 

 【平成 20～24 年度 活用額 152,439 千円】 

 

★事業目的及び内容 

「木の文化県構想」に基づく「木に親しむ」・「木を活かす」活動の一環として、県産材

を積極的に利用した公共的施設等の整備に対して支援を行い、県民や県外からの観光客等に

木の香る環境を提供して、木の良さの普及を図り、県産材の需要拡大を図ることに努めまし

た。 

◆主な取り組みと実績 

公共的施設整備（木質内外装整備等）：延べ 31箇所 

学校関連環境整備（学校施設等への木製品の導入）：延べ 221 箇所 

観光関連施設等整備（木製外構施設等の整備）：延べ 22 箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

本事業を活用して、現在では、公共施設に加えて、銀行、病院などの民間施設でも木材が

幅広く利用されています。 

■課題と改善策 

引き続き、県民のみなさんが日常生活の中で身近に触れ合う場所への利用とＰＲを行って

いくことが必要です。 

 

観光関連施設の木質化公共的施設の内装木質化学校施設への木製机・椅子の導入
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② グリーン熱証書発行事業【平成 22～23 年度 活用額 13,607 千円】 

 

★事業目的及び内容 

県内の木質バイオマス利用者のコスト負担を軽減し、木質バイオマスの利用拡大に向けた

仕組みの一つとして、木質バイオマスエネルギー利用による環境価値をグリーン熱証書とし

て発行する「グリーン熱証書制度」の導入の可能性について、モニタリングや調査による検

証を行いました。 

◆主な取り組みと実績 

平成 22 年度 

 ・熱計測器の設置   積算熱量計 ２機 

・木質バイオマス熱（温風）の検討 

平成 23 年度 

 ・熱計測器の設置   積算熱量計 ３機 

 ・遠隔検針システムの設置 １式 

 

◎事業の成果 

県内に導入されている木質バイオマスボイラーで、グリーン熱証書発行のために必要なモ

ニタリング及び調査を行うことができました。また、施設園芸で多く導入されている温風機

の熱計測が行える温風モニタリングシステムについて、制度の対象となるよう認証センター

への提言を行うことができました。さらに、遠隔検針システムにより、県内の熱量管理の簡

易化と集中管理の可能性等の検討を行うことができました。 

■課題と改善策 

企業は CSR（社会貢献活動）よりも景気対策や震災復興を優先するため、グリーン熱証書の

販売に係る市場動向が震災以降さらに悪化しています。また、設備認定に必要な、コスト計

算など様々な要件への対応に多くの時間を要しています。今後は、J-VER や国内クレジット制

度の動向も見ながら、木質バイオマスエネルギーの環境価値を利用者に還元する仕組みを継

続的に検討していきます。

グリーン熱認定・認証のプロセス

木質バイオマスボイラー 積算熱量計 遠隔検針システム
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(３) 環境に配慮した取り組みへの支援【①～③計

 

① 希少野生植物食害対策事業【

 

★事業目的及び内容 

県内の山間地域において、急速に拡大しているニホンジカによる食害等から希少野生植物

を保護する目的で、ニホンジカによる希少野生植物への食害の影響を調査するとともに、対

策が急がれる個所への防護ネット設置及び既設ネットの箇所の効果を把握するためのモニタ

リング調査等を行いました。

◆主な取り組みと実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●食害拡大地域把握と

希少な野生植物の

分布状況

文献調査・標本データ

現地聞き取り調査

●現地調査

希少野生植物の

生育状況、食害被害状況

確認

●防護柵設置候補地の選定

対策が必要な種、

優先順位、

保護範囲決定

 

みへの支援【①～③計 61,762 千円】 

希少野生植物食害対策事業【平成 20～24 年度 活用額 22,644 千円】 

県内の山間地域において、急速に拡大しているニホンジカによる食害等から希少野生植物

を保護する目的で、ニホンジカによる希少野生植物への食害の影響を調査するとともに、対

策が急がれる個所への防護ネット設置及び既設ネットの箇所の効果を把握するためのモニタ

リング調査等を行いました。 

昨年までに設置した防護柵

の 効果の把握

・回復状況確認

・現地ヒアリング

・植物個体群や防護柵の

破損状況把握

●設置計画に基づき

保護 が 必要とされる

植物生育エリアに

防護柵を設置

●既設の柵の

破損箇所 修繕
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県内の山間地域において、急速に拡大しているニホンジカによる食害等から希少野生植物

を保護する目的で、ニホンジカによる希少野生植物への食害の影響を調査するとともに、対

策が急がれる個所への防護ネット設置及び既設ネットの箇所の効果を把握するためのモニタ

昨年までに設置した防護柵

効果の把握

・回復状況確認

・現地ヒアリング

・植物個体群や防護柵の

破損状況把握



 
 

◎事業の成果 

希少野生植物食害対策事業では、防護ネット設置の効果を検証するため、防護ネットの内

外に設置した方形区（1m×1m)内での植生調査を毎年行っています。 

調査の対象は、平成 20年度から平成 23年度までに設置した 15箇所で行いました。 

調査の結果、防護ネット内のほとんどの方形区で植被率や植物の生長の度合い、出現植物

種数とも昨年度より上昇・増加しており、防護ネットの効果があることが確認されました。 

防護柵の効果防護柵の効果防護柵の効果防護柵の効果
～～～～H24H24H24H24モニタリング調査結果より～モニタリング調査結果より～モニタリング調査結果より～モニタリング調査結果より～

ፆ৔ਗの্஄યにउऐॊൃমಽの೘଺૨、ਈ大高उよलলਠரਯの૗৲୤の਴಑
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植被率（植被率（植被率（植被率（17/21）、）、）、）、 高さ（高さ（高さ（高さ（17/21）、）、）、）、
出現種数（出現種数（出現種数（出現種数（15/21）ともに上昇）ともに上昇）ともに上昇）ともに上昇

柵内柵内柵内柵内 ２１方形区の状況２１方形区の状況２１方形区の状況２１方形区の状況

 

防護柵設置後の植生回復状況防護柵設置後の植生回復状況防護柵設置後の植生回復状況防護柵設置後の植生回復状況 （三嶺／（三嶺／（三嶺／（三嶺／西熊林道入口西熊林道入口西熊林道入口西熊林道入口））））

① 2009ফ8月

④ 2012ফڴ月

② 2010ফ8月

③ 2011ফ8月
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■課題と改善策 

ニホンジカの食害被害のある個所は、地形も急峻で、落石や冬場積雪の多いことから、ネ

ットの破損や支柱が折れ、ネット内にシカが侵入する場合もあるため、ネット設置における

工夫を行うことが必要となっています。

－28－ 



 

② 排出量取引（ＣＯ₂吸収）プログラム等認証事業【

★事業目的及び内容 

県は、環境省のオフセット・クレジット（

吸収プロジェクトを対象として高知県オフセット・クレジット

知県 J-VER 制度」という。

レジット創出まで県が認証することで、高知県というブランド力をもった森林の環境価値を

証券(クレジット)化することが可能となりました。創出されたクレジットは、主に環境先進

企業等のカーボン・オフセットに活用されます。一方、売却収

り、新たな森林整備の加速的促進や雇用の創出、ひいては中山間地域の活性化につながって

います。 

◆主な取り組みと実績 

高知県 J-VER 制度の積極的な

した。また、このうち 9件から

 

 

森林資源の有効活用 

 

吸収）プログラム等認証事業【平成 22～24 年度  活用額

県は、環境省のオフセット・クレジット（J-VER）制度に準拠した制度として、県内の森林

吸収プロジェクトを対象として高知県オフセット・クレジット(高知県

制度」という。)を創設しました。この制度に基づきプロジェクトの申請から、ク

レジット創出まで県が認証することで、高知県というブランド力をもった森林の環境価値を

化することが可能となりました。創出されたクレジットは、主に環境先進

企業等のカーボン・オフセットに活用されます。一方、売却収益は資金として活用されてお

り、新たな森林整備の加速的促進や雇用の創出、ひいては中山間地域の活性化につながって

積極的な普及・促進を図った結果、11 件のプロジェクトが登録されま

件から 5,791 二酸化炭素トンのクレジットが認証
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活用額 38,080 千円】 

）制度に準拠した制度として、県内の森林

高知県 J-VER)制度(以下「高

を創設しました。この制度に基づきプロジェクトの申請から、ク

レジット創出まで県が認証することで、高知県というブランド力をもった森林の環境価値を

化することが可能となりました。創出されたクレジットは、主に環境先進

益は資金として活用されてお

り、新たな森林整備の加速的促進や雇用の創出、ひいては中山間地域の活性化につながって

件のプロジェクトが登録されま

認証されています。 

 



 
 

高知県J-VERプロジェクト登録・認証状況 H25.3.31

プロジェクト
番号 申請日 プロジェクト名 プロジェクト

代表事業者
プロジェクト

期間
プロジェ
クト対象
面積[ha]

吸収୤ৄ੢
(登録時）
[tCO2]※

登録日 認証日 クレジット
୤[tCO2]

（ﾊﾞｯﾌｧｰ
୤৔ਯ）

KO_0002 H22.5.31
高知県津野町 ඁ஝の森間伐推進プロジェクト 津野町 2010/5/11

2013/3/31ع 32.43
378 H22.7.5 H23.2.4 28 0

(第1回૗ಌ) H23.9.16 432 H24.1.19
૗ಌഅ認 H24.3.15 192 5

KO_0003 H22.5.31 高知県中土佐町஛ਐેహດの森間伐推進プロジェクト 中土佐町 2007/4/1
2013/3/31ع 142.24 3,006 H22.7.5 H23.2.4 879 26

KO_0004 H22.7.29 高知県大豊町ゆとりすとの森間伐推進プロジェクト 大豊町 2007/4/1
2013/3/31ع 22.08 808 H22.11.4 H23.5.30 545 16

KO_0005 H22.7.30 高知県梼原町雲の上の間伐推進プロジェクト 梼原町 2007/11/1
2013/3/31ع 154.55 2,845 H22.11.4 H23.5.30 273 8

KO_0006 H22.10.22 高知県森௔ତ૟公社ୗ௔৉温室効果ガス吸収プロジェクト
~みどりの風が気持えいぜよ！の森づくり~

県森௔ତ૟
公社

2007/4/1
2013/3/31ع 24.68 835 H23.2.4 H23.3.28 531 15

KO_0008 H23.1.31 高知県安芸市五位ケ森CO2吸収プロジェクト ॽッএン高২౛
工業㈱

2010/10/1
2013/3/31ع 67.25 818 H23.3.28

H24.3.15 401 12

H25.3.25 468

KO_0009 H23.3.31
高知県土佐町「朝日・輝く森」間伐推進プロジェクト 土佐町 2007/4/1

2013/3/31ع 14.24
296 H23.5.30

(第1回૗ಌ) H23.10.11 296 H24.1.19
૗ಌഅ認 H25.1.25 193

KO_0010 H23.6.30 大正町森௔ੌ合温室効果ガス吸収間伐推進プロジェクト
ع৛、ਆ、ਲ、ঽேがযが੪気दすع

大正町
森௔ੌ合

2009/4/1
2013/3/31ع 100.03 1,446 H23.8.25 H25.1.25 1,225

KO_0011 H23.9.27 いの町温室効果ガス吸収間伐推進プロジェクト
ع森௔ତ૟द஬૴੸პਆをஹりऽすع いの町 2009/4/1

2013/3/31ع 21.64 213 H24.1.19

KO_0012 H23.9.28
高知県高知市よさこいの森CO2吸収プロジェクト 高知市 2009/4/1

2013/3/31ع

34.74 922 H24.1.19 H24.3.15 715 21

(第1回૗ಌ) H24.7.31 37.60 952 H24.10.15
૗ಌഅ認 H25.3.25 341

KO_0013 H24.4.27 高知県三原村温室効果ガス吸収間伐推進プロジェクト 三原村 2009/4/1
2013/3/31ع 35.99 586 H24.6.15

合 計 652.73 12,237 5,791 103
※プロジェクト代表事業者が઀লखञ計઺છにँॊクレジット期間中の୳৒温室効果ガス吸収୤
詳細については、高知県オフセット・クレジット認証センターのホームページをご覧ください。
http://www.kochi-sanrin.jp/j-ver/jimukyoku.htm

津野町津野町津野町津野町

土佐町土佐町土佐町土佐町
大豊町大豊町大豊町大豊町

本本本本
山山山山

北川村北川村北川村北川村

高知市高知市高知市高知市

安芸市安芸市安芸市安芸市

いの町いの町いの町いの町

香美市香美市香美市香美市

梼原町梼原町梼原町梼原町

四万十町四万十町四万十町四万十町

三原村三原村三原村三原村

黒潮町黒潮町黒潮町黒潮町

仁淀川町仁淀川町仁淀川町仁淀川町

中土佐町中土佐町中土佐町中土佐町

登録済のプロジェクト登録済のプロジェクト登録済のプロジェクト登録済のプロジェクト

ニッポン高度紙工業株式会社ニッポン高度紙工業株式会社ニッポン高度紙工業株式会社ニッポン高度紙工業株式会社
((((森の工場、社有林森の工場、社有林森の工場、社有林森の工場、社有林))))

67 .25ha67 .25ha67 .25ha67 .25ha
818t818t818t818t----CO2CO2CO2CO2

県森林整備公社県森林整備公社県森林整備公社県森林整備公社
((((公社営林）公社営林）公社営林）公社営林）
24 .68ha24 .68ha24 .68ha24 .68ha
831t831t831t831t----CO2CO2CO2CO2

大豊町大豊町大豊町大豊町
((((町有林町有林町有林町有林))))
22 .08ha22 .08ha22 .08ha22 .08ha
808t808t808t808t----CO2CO2CO2CO2

土佐町土佐町土佐町土佐町
（協働の森）（協働の森）（協働の森）（協働の森）
14.24ha14 .24ha14 .24ha14 .24ha
296t296t296t296t----CO2CO2CO2CO2

梼原町梼原町梼原町梼原町
（町有林、協働の森）（町有林、協働の森）（町有林、協働の森）（町有林、協働の森）

154.55ha154.55ha154.55ha154.55ha
3 ,088t3 ,088t3 ,088t3 ,088t----CO2CO2CO2CO2

津野町津野町津野町津野町
（協働の森）（協働の森）（協働の森）（協働の森）
32.43ha,32 .43ha,32 .43ha,32 .43ha,
432t432t432t432t----CO2CO2CO2CO2

中土佐町中土佐町中土佐町中土佐町
（町有林、協働の森）（町有林、協働の森）（町有林、協働の森）（町有林、協働の森）

142.24ha142.24ha142.24ha142.24ha
2 ,969t2 ,969t2 ,969t2 ,969t----CO2CO2CO2CO2

大正町森林組合大正町森林組合大正町森林組合大正町森林組合
((((管理代行林、協働の森）管理代行林、協働の森）管理代行林、協働の森）管理代行林、協働の森）

100.03ha100.03ha100.03ha100.03ha
1 ,097t1 ,097t1 ,097t1 ,097t----CO2CO2CO2CO2

クレジット認証・発行済のクレジット認証・発行済のクレジット認証・発行済のクレジット認証・発行済の
プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

プロジェクト代表事業者プロジェクト代表事業者プロジェクト代表事業者プロジェクト代表事業者
（対象地の種別）（対象地の種別）（対象地の種別）（対象地の種別）

プロジェクト対象地面積プロジェクト対象地面積プロジェクト対象地面積プロジェクト対象地面積
想定吸収量想定吸収量想定吸収量想定吸収量(t(t(t(t----CO2)CO2)CO2)CO2)

いの町いの町いの町いの町
((((協働の森協働の森協働の森協働の森))))
21 .64ha21 .64ha21 .64ha21 .64ha
213t213t213t213t----CO2CO2CO2CO2

高知市高知市高知市高知市
((((協働の森）協働の森）協働の森）協働の森）
37 .60ha37 .60ha37 .60ha37 .60ha
952t952t952t952t----CO2CO2CO2CO2

三原村三原村三原村三原村
((((村有林村有林村有林村有林))))
35 .99ha35 .99ha35 .99ha35 .99ha
586t586t586t586t----CO2CO2CO2CO2
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◎事業の成果 

プロジェクトの拡大が図られたことで、全国一の森林県である本県における森林管理の新た

な資金を得るための手段が構築されました。 

■課題と改善策 

県オフセット・クレジット認証センターの将来的な自立を視野に入れ、運営を強化し、セン

ター担当職員の技量向上に努めていく必要があります。 

高知県 J-VER のプログラム認証について、プロジェクト事業者に対し計画的で効率のよい支

援体制を取っていくことで制度の普及促進に努めていきます。 
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③ 森林吸収量取引モデル事業【

 

★事業目的及び内容 

協働の森づくり事業における「

自で間伐したＣＯ₂吸収量を認証することで、森林整備の促進につなげます。

また、森林のＣＯ₂吸収量をカーボン・オフセットに活用できるクレジットとするための制

度を構築し、森林整備へ環境先進企業の協賛を促進します。

◆主な取り組みと実績 

森林吸収系 J-VER 制度が平成

プロジェクトを申請しまし

J-VER 制度に準拠した制度として環境省が都道府県を対象として募集するプログラム認証

制度に「高知県オフセット・クレジット（高知県

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林吸収量取引モデル事業【平成 21 年度 活用額 1,039 千円】 

協働の森づくり事業における「ＣＯ₂吸収証書」のノウハウを活用し、企業・個人などが独

吸収量を認証することで、森林整備の促進につなげます。

吸収量をカーボン・オフセットに活用できるクレジットとするための制

度を構築し、森林整備へ環境先進企業の協賛を促進します。 

制度が平成 21年 3 月に創設されたことに伴い、高知県有林を対象とした

プロジェクトを申請しました。 

制度に準拠した制度として環境省が都道府県を対象として募集するプログラム認証

制度に「高知県オフセット・クレジット（高知県 J-VER）認証プログラム」として申請しまし
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吸収証書」のノウハウを活用し、企業・個人などが独

吸収量を認証することで、森林整備の促進につなげます。 

吸収量をカーボン・オフセットに活用できるクレジットとするための制

月に創設されたことに伴い、高知県有林を対象とした

制度に準拠した制度として環境省が都道府県を対象として募集するプログラム認証

）認証プログラム」として申請しまし



 
 

高知県高知県高知県高知県 JJJJ----VERVERVERVER 制度制度制度制度    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の成果 

高知県森林吸収量取引プロジェクトについて平成 21年 7月 1日付で森林吸収系プロジェク

ト国内第 1 号（3 プロジェクト同日）登録された。また、翌年の 3 月 15 日から 17日までの期

間で第三者機関の検証を受検しました。 

また、「高知県オフセット・クレジット（高知県 J-VER）認証プログラム」が平成 22 年 2

月 5 日に認証され、平成 22 年 3月 30 日に募集を開始しました。 

■課題と改善策 

森林管理における新たな資金を得るための手段として 2,000ha にも及ぶ高知県有林につい

て、J-VER プロジェクトを拡大していきます。 

森林の環境価値を定量化しクレジット化する「高知県オフセット・クレジット（高知県 J-VER）

制度」を質の高いものとしていくための技量の向上に努めるとともに、制度普及のため、積

極的な案件発掘に努めていきます。
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